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静岡県くらし・環境部環境政策課

第４次 静岡県地球温暖化対策実行計画

の見直しについて
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現行の実行計画の概要

策定年月 2022（令和４）年３月

計画期間
2022（令和４）年度～2030（令和12）年度
※ 第１章 ３ 計画期間
 ･･･なお、状況の変化に対応するため、５年程度をめどに見直しを行います。

基準年度 2013年度

目標
（成果指標）

長期目標：2050年 カーボンニュートラル
目  標：2030年度 46.6%削減
再生可能エネルギー導入量：84.7万kl

方針

１ 各部門の徹底した省エネルギー対策等の推進
２ 再生可能エネルギー等の導入・利用促進
３ 技術革新の推進
４ 吸収源対策の推進

重点施策

１ 中小企業等脱炭素化支援プロジェクト
２ 建築物・住宅の省エネ化の推進
３ 脱炭素型ライフスタイルへの転換
４ 再生可能エネルギーの導入拡大

管理指標 ４つの方針ごとに、計37の管理指標を設定
具体的な取組 ４つの方針ごとに、各課の取組を記載
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見直しの検討体制

庁外組織 庁内組織

静岡県地球温暖化防止県民会議にて計画策定案を審議し、
静岡県地球温暖化対策推進本部にて決定

静岡県地球温暖化防止県民会議
会長：静岡大学水谷教授
委員：学識者２名、33団体

静岡県地球温暖化対策推進本部
本部長：副知事
副本部長：くらし・環境部長
部員：各部局長

②最終案 ③実行計画決定

計画検討評価部会
（学識者２名、６団体）
部会長：静岡大学水谷教授
学識者：静岡大学板倉教授

脱炭素社会推進部会
（庁内関係課）
部会長：環境局長

適応策推進部会
（庁内関係課）
部会長：環境局長

①策定素案
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スケジュール（予定）

年 月 内容

令和８年
    

２月 県民会議（見直しの方向性）

７月 計画検討評価部会①
（現状課題、取組の柱、骨子案）

11月 計画検討評価部会②（計画素案、管理指標）

12月 パブリックコメント

令和９年

１月 計画検討評価部会③（最終案）

２月 県民会議（最終案）

３月 策定・公表
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１ 計画の位置付け

静岡県緑化推進計画静岡県産業成長戦略

静岡県循環型社会
形成計画

静岡県森林共生
基本計画

静岡県バイオマス
活用推進計画

静岡県エネルギー戦略

静岡県の気候変動影響と適応取組方針

静岡県地球温暖化対策実行計画（事務事業編）

静岡県地球温暖化対策実行計画（区域施策編）

静岡県地球温暖化
防止条例

静岡県総合計画

静岡県環境基本計画

環境施策の大綱

策定根拠第8条

＜関連計画＞

ふじのくに生物
多様性地域戦略

地球温暖化対策計
画

策定根拠第21条第3項

（国） 地球温暖化対策
推進法
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１ 計画の位置付け 気候変動影響と適応取組方針の統合

出典：気候変動適応情報プラットフォーム

地球温暖化対策実行計画＝緩和策　　　　　　気候変動影響と適応取組方針＝適応策
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１ 計画の位置付け 気候変動影響と適応取組方針の統合

＜背景＞
・現行の静岡県の気候変動影響と適応取組方針は2019年3月に策定され、策定から約7
年が経過している。  
・この間、全国各地で猛暑や豪雨等の極端現象が頻発・激甚化するとともに、農林水産業、
自然災害、健康、生態系など幅広い分野において気候変動による影響が確認されており、気
候変動への適応の重要性が一層高まっている。 
・国では、気候変動適応法の改正、気候変動適応計画の策定・改定、第3次気候変動影
響評価報告書の公表など、適応政策の充実が進められている。
・県内においても、猛暑や大雨等による影響が顕在化しており、地域特性を踏まえた適応策
の充実が求められている。 
・気候変動対策を一層効果的・効率的に推進するため、計画体系の見直しが必要となってい
る。

気候変動影響と適応取組方針を地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の
一章として位置づけ、緩和と適応を一体的に推進する計画体系へ見直す。

地球温暖化対策実行計画の見直しに併せて統合する
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２ 計画策定の背景 環境を巡る世界の動向 
 
ＩＰＣＣの将来予測（第６次評価報告書統合報告書）
 
 
■ 気候変動に関する政府間パネル（IPCC）が2023 年3 月に第6 次評価報告書統合  
  報告書を公表。
■ この報告書では、人間活動の影響で地球が温暖化していることには疑う余地がな
  く、世界平均気温は産業革命前を基準として既に約1.1℃上昇したこと、温暖化
  を1.5℃又は2℃に抑制しうるかは、主にCO2排出正味ゼロを達成する時期までの
  累積炭素排出量と、この10年の温室効果ガス排出削減の水準によって決まること 
  などが示された。

国際連合枠組条約締約国会議（COP）
 
 ■ 2024年11月にアゼルバイジャン共和国・バクーで開催されたCOP29では「2035
  年までに少なくとも年間3,000億ドル」の途上国支援目標や、国際的に協力して
  削減・除去対策を実施するパリ協定第６条の詳細ルールを決定。
■ 2025年11月にブラジル・ベレンで開催されたCOP30では、「化石燃料からの脱
  却」や、脱却を具体化する工程表に関する記述は見送りとなったものの、気候変
  動による災害に備える「適応」のための資金は、2035年までに少なくとも３倍に
  する努力を求めることや、適応分野の進捗を測定するための指標リストが採択さ
  れ、翌年も継続検討することを決定。
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■ 2050年までのカーボンニュートラルの実現を法律に明記することで、政策の継
  続性・予見性を高め、脱炭素に向けた取組・投資やイノベーションを加速させる
  とともに、地域の再生可能エネルギーを活用した脱炭素化の取組や企業の脱炭素
  経営の促進を図る。
■ 令和６年改正では、国内外で地球温暖化対策を加速するため、JCMクレジットの
  発行、管理等に関する主務大臣の手続等を規定するとともに、主務大臣に代わり、
  これらの手続等を行うことができる指定法人制度を創設するほか、地域共生型再
  エネの導入促進に向けた地域脱炭素化促進事業制度の拡充等について定めた。

地球温暖化対策推進法の改正

２ 計画策定の背景 日本の動向
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出典：環境省「地球温暖化対策計画の概要」

地球温暖化対策計画・エネルギー基本計画の改定

２ 計画策定の背景 日本の動向
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出典：環境省「地球温暖化対策計画の概要」

２ 計画策定の背景 日本の動向
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出典：第16回　産業構造審議会　イノベーション・環境文科会

排出量取引制度・化石燃料賦課金の導入

２ 計画策定の背景 日本の動向

2028年度～

2026年度～
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出典：金融審議会　サステナビリティ情報の開示と保証のあり方に関するワーキング・グループ報告

ＳＳＢＪ基準の適用

２ 計画策定の背景 日本の動向
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■ 県内においても、脱炭素社会実現を目指す動きは広がりを見せ、2026年３月31日
  現在、24市町が「2050年二酸化炭素排出実質ゼロ」を目指すことを表明してい
  る。

 表明した市町： 御殿場市、浜松市、静岡市、牧之原市、富士宮市、御前崎市、
         藤枝市、焼津市、伊豆の国市、島田市、富士市、磐田市、湖西市、
         裾野市、袋井市、沼津市、三島市、小山町、伊豆市、熱海市、
         菊川市、下田市、伊東市、掛川市
         ※下線はＲ３計画策定時からの追加

県内24市町がゼロカーボンシティを表明（2026.3.31現在）

２ 計画策定の背景 本県の状況



15静 岡 県
Shizuoka Prefectural Government

出典：静岡県総合計画概要版

■ 急速な時代の変化に的確に対応し、新しい時代を切り拓いていくため、令和８年２月に
  静岡県総合計画～しずおかウェルビーイングプラン～を策定
■ 「幸福度日本一の静岡県」を目指し、
     大柱「環境・エネルギー」、中柱「脱炭素社会の構築」を掲げる

静岡県総合計画の策定

２ 計画策定の背景 本県の状況
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静岡県エネルギー戦略の策定

■ 国の第７次エネルギー基本計画やＧＸ2040ビジョンを踏まえ、ＧＸの取組により経済と環
  境が好循環していくことを通して、2050年のカーボンニュートラル社会の実現を目指すた
  め、令和８年３月「静岡県エネルギー戦略」を策定

２ 計画策定の背景 本県の状況



17静 岡 県
Shizuoka Prefectural Government

2023（令和５）年度の温室効果ガス排出量（速報値）は、2,576万t-CO2で、
基準年度（2013（平成25））と比べ25.8％減少。

＜目標＞
2030(R12)

排出量(A) 構成比 排出量(D) 構成比

（内　訳） 3,304 95.2% ▲45.1% 2,512 93.9% ▲24.0% ▲24.8% ▲4.6% ▲4.1%

産　業 1,322 38.1% ▲38.9% 1,011 37.8% ▲23.5% ▲26.7% ▲2.1% ▲4.0%

業　務 615 17.7% ▲69.3% 420 15.7% ▲31.7% ▲29.7% +0.6% ▲6.2%

家　庭 604 17.4% ▲46.8% 417 15.6% ▲30.9% ▲29.7% ▲17.0% ▲6.8%

運　輸 683 19.7% ▲34.8% 582 21.8% ▲14.7% ▲15.2% ▲2.7% ▲0.7%

廃棄物等 80 2.3% ▲38.0% 82 3.1% +1.9% +0.2% +0.0% ▲3.4%

165 4.8% ▲19.1% 164 6.1% ▲0.6% +1.3% ▲10.7% ▲2.6%

3,469 100% ▲43.9% 2,676 100% ▲22.9% ▲23.3% ▲5.0% ▲4.0%

- - - ▲ 100 - - - ▲4.2% ▲0.8%

3,469 - ▲46.6% 2,576 - ▲25.8% ▲27.1% ▲5.0% ▲4.2%

＜基準年度＞
2013(H25)

2023(R5)(速報値)

排出量 排出量

その他ガス

温室効果ガス排出量　計

森林吸収

排出・吸収量　総計

部　門 2013年度比
削減率
(C-A)/A

2013年度比
削減率
(D-A)/A

(参考)国
2013年度比

削減率

対前年度比
削減率

(参考)国
対前年度比
削減率

二酸化炭素

（万t-CO2）

３ 現行計画の評価と課題 県内の温室効果ガス排出量
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３ 現行計画の評価と課題 世界平均気温

出典：気象庁「日本の気候変動2025（詳細編）第4.1.1項」

2024年の世界平均気温は、パリ協定の目標値である1.5度を超えるなど、
地球温暖化が対策を上回る速度で進行
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４ 計画の目標

◎長期目標：2050年脱炭素社会の実現
・社会全体を脱炭素社会にシフトチェンジしていくことで、
 将来の世代に安心して暮らせるための社会・自然環境を継承
◎2030年度温室効果ガス削減目標：2013年度比 46.6%削減
・2035年、2040年の数値は均等に推移した場合の値を参考数値として記載
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５ 取組の内容（施策体系）

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
削
減
対
策

吸
収
源
対
策

２ 
再生可能エネルギー
等の導入・利用促進

１
各部門の徹底し
た省エネルギー
対策等の推進

３
技術革新の推進

４
吸収源対策の推進

産業・業務
部門

自動車の環境負荷低減

住宅の省エネ化（ZEHの推進等）

建築物の省エネ化（ZEBの推進等）

                  

地域と共生した再生可能エネルギー導入への支援（富士山静岡空港、港湾
関連施設等）

ライフスタイルの転換に向けた意識向上

フロン等その他温室効果ガスの削減

森林吸収源の確保

脱炭素経営への転換支援

運輸部門

家庭部門

水素エネルギーの活用促進

環境、エネルギー関連産業の振興

新技術等の研究開発の支援（次世代自動車、ＣＮＦ等）

循環型社会の形成

環境教育の推進

自立分散型エネルギーシステムの構築

高効率機器・設備の導入などの省エネの推進

脱炭素型のまちづくりの推進

地域交通の脱炭素化

物流における省エネの推進

森林資源の循環利用の促進

緑化の推進、ブルーカーボン等その他の吸収源対策

分野横断的取組

その他の取組

※詳細は第２回計画検討評価部会で提示
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６ 適応取組方針

＜改定の目的＞
・第3次気候変動影響評価報告書等の最新の科学的知見や県内の影響・課題を計画へ反
映する。 
・「緩和」と「適応」を両輪として推進するため、地球温暖化対策実行計画（区域施策編）と
一体的に整理する。  
・庁内関係部局、市町、県民、事業者等との連携を強化し、気候変動に強い地域づくりを推
進する。

＜見直しの方向性＞
■既存計画の再検討・見直し
・目標について、静岡県の目指すべき姿を適応でも提示するための再検討。
・関係各課の気候変動適応に関する具体的な取組について見直し。
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地球温暖化対策実行計画

第1章　計画の位置付け
第2章　計画策定の背景
第3章　本県の地球温暖化対策の現状と課題
第4章　計画の目標
第5章　取組の内容
第6章　本件の基準
第7章　計画の推進
第8章　気候変動影響と適応取組　*新設
　　　　　　①農業・林業・水産業
　　　　　　②水環境・水資源
　　　　　　③自然生態系
　　　　　　④自然災害・沿岸域
　　　　　　⑤健康
　　　　　　⑥産業・経済活動、県民生活

気候変動影響と適応取組方針

第1章　適応取組方針策定の趣旨
第2章　本県の主な地域特性と
　　　　　気候変動の現状・将来予測
第3章　気候変動の影響予測に対する
　　　　　県の適応策
　　　　　　①農林水産業
　　　　　　②水環境
　　　　　　③自然生態系
　　　　　　④自然災害・沿岸域
　　　　　　⑤健康
　　　　　　⑥経済活動・県民生活
第4章　県民・事業者による適応の取組
第5章　適応取組方針の推進体制

統合

６ 適応取組方針
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まとめ

策定年月 2027（令和9）年３月
計画期間 2027（令和9）年度～2030（令和12）年度
基準年度 2013年度

目標
（成果指標）

長期目標：2050年 カーボンニュートラル
目  標：2030年度 46.6%削減

再生可能エネルギー導入量：84.7万kl

方針

１ 各部門の徹底した省エネルギー対策等の推進
２ 再生可能エネルギー等の導入・利用促進
３ 技術革新の推進
４ 吸収源対策の推進

重点施策

１ 中小企業等脱炭素化支援プロジェクト
２ 建築物・住宅の省エネ化の推進
３ 脱炭素型ライフスタイルへの転換
４ 再生可能エネルギーの導入拡大

管理指標 ４つの方針ごとに、計37の管理指標を設定
具体的な取組 ４つの方針ごとに、各課の取組を記載

現計画同様

見直し

現計画同様

現計画同様

見直し

現計画同様

見直し

※但し、2035年、2040年
    の数値を明記

24静 岡 県
Shizuoka Prefectural Government

見直しのポイント

項目 内容

国計画
との整合

地球温暖化対策計画
（R７.２月改定）

・計画期間の延長
 （2030年度末⇒2040年度末）
・2030年度目標（△46%）変更なし
・新たに2035年度（△60%）、
 2040年度（△73%）の目標値設定

県計画
との整合

静岡県総合計画
～しずおかウェルビーイングプラン～

（R８.２月策定）

・「幸福度日本一の静岡県」を目指し、
 大柱：環境・エネルギー
 中柱：脱炭素社会の構築 を掲げる

静岡県エネルギー戦略
（R８.３月策定）

・新計画期間2026年度～2030年度
 ＜戦略１＞ＧＸによる産業振興
 ＜戦略２＞再生可能エネルギーの効果的導入
 ＜戦略３＞徹底した省エネルギーの推進
・再エネ導入目標：73.7万kl

その他
気候変動影響と適応
取組方針
（R8年度見直し）

・地球温暖化対策実行計画に統合
 第３章（県の適応策）及び第４章（県民・事 
 業者の適応取組）を第８章として新たに追加


